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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

❖ 目 標

❖ 施 策 に 関 す る 指 標

地域包括ケアシステムの推進

認知症にやさしい地域づくり

介護・福祉人材の確保

■ 市町と連携し、住み慣れた地域で最期まで暮らし続けることができる地域包括ケアシステムの構築

を推進します。
■ 認知症の人とその家族に対する支援体制を強化します。
■ 介護サービスの量の確保と質の向上を図り、それを支える介護人材を確保します。

成果指標 現状値 目標値

住まい(自宅・老人ホーム）で最期を迎えること
ができた人の割合

(2020 年度 )
28.1％

30.0％

認知症の対応について不安に感じている介護者
の割合

(2019 年度 )
36.8％

30％以下

介護職員数
(2019 年度 )
54,310 人

62,988 人

地域包括ケアシステムの推進

活動指標 現状値 目標値

通いの場の設置数
(2020 年度)
4,475 か所

6,100 か所

住民主体の移動支援を実施している市町数
(2020 年度)
22 市町

35 市町

小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居
宅介護の事業所数

(2020 年度)
192 か所

224 か所

特別養護老人ホーム整備定員数
(2020 年度)
19,460 人

19,915 人

施策

２-２

（１）地域包括ケアシステムの推進

（２）認知症にやさしい地域づくり

（３）介護・福祉人材の確保

担当部局

健康福祉部 福祉長寿政策課

介護保険課

健康増進課
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認知症にやさしい地域づくり

活動指標 現状値 目標値

チームオレンジを設置している市町数
(2020 年度)
13 市町

35 市町

認知症カフェ設置数
(2020 年度)
170 か所

237 か所

若年性認知症の人の相談の場設置数
(2020 年度)
102 か所

169 か所

介護・福祉人材の確保

活動指標 現状値 目標値

社会福祉人材センターの支援による就労者数
(2020 年度)
703 人

毎年度
1,000 人

介護の仕事の理解促進に向けた出前授業の参加生徒数
(2020 年度)
5,152 人

毎年度
5,500 人

ＥＰＡ、技能実習等による外国人介護職員の県内受入
者数

(2017～2020 年度)
252 人

670 人

働きやすい介護事業所認証事業所数
(2020 年度)
306 事務所

500 事務所
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

❖ 施 策 推 進 の 視 点 ・ 主 な 取 組

☞ 視点１ 医療と介護の連携や地域での生活を支える仕組みの充実

① 介護予防の取組促進

高 齢 者 が い き い き と 健 康 に 暮 ら せ る 社 会 を 目 指 し て 、 多 職 種 ・ 多

機 関 と 連 携 し 、住 民 に よ る 介 護 予 防 活 動 を 促 進 す る と と も に 、ICT

を 活 用 し た 健 康 づ く り を 行 い ま す 。

② 地域で日常生活を支援する仕組みの充実

高 齢 者 が 住 み 慣 れ た 地 域 で 日 常 生 活 を 継 続 で き る よ う 、 在 宅 で 医

療 が 受 け ら れ る 体 制 づ く り を 促 進 す る と と も に 、 移 動 支 援 を 始 め

と し た 住 民 主 体 の 生 活 支 援 の 取 組 の 充 実 を 図 り ま す 。

③ 介護サービスの充実

第 ９ 次 静 岡 県 長 寿 社 会 保 健 福 祉 計 画 に 基 づ き 、 介 護 サ ー ビ ス 等 提

供 基 盤 の 計 画 的 な 整 備 を 支 援 し ま す 。

☞ 視点2 認知症の人とその家族を支える仕組みの充実

④ 認知症の人とその家族への支援

認 知 症 の 人 と そ の 家 族 が 住 み 慣 れ た 地 域 で 自 分 ら し く 暮 ら し 続 け

る こ と が で き る よ う 取 組 の 充 実 を 図 り ま す 。

☞ 視点３ 介護サービスの量の確保と質の向上

⑤ 介護サービス等を支える人材の確保と資質の向上

若 年 層 を 中 心 と し た 県 民 の 介 護 ・ 福 祉 の 仕 事 に 対 す る 正 し い 理 解

を 深 め る 環 境 づ く り や 、外 国 人・潜 在 介 護 人 材 の 育 成 な ど に よ り 、

多 様 な 人 材 の 新 規 就 労 を 促 進 し ま す 。

⑥ 介護職場の労働環境と処遇の改善

介 護 職 員 が 安 心 し て 働 き 続 け る こ と が で き る 介 護 事 業 所 の 実 現 に

向 け た 、 労 働 環 境 の 改 善 等 の 取 組 を 支 援 し ま す 。
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１ 現状・課題と県の施策

☞ 視点１ 医療と介護の連携や地域での生活を支える仕組みの充実

n 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム の 推 進

・団 塊 の 世 代 が 75 歳 以 上 と な る 2025 年 を 目 途 に 、 誰 も が 住 み 慣 れ た 地

域 で 、最 期 ま で 安 心 し て 暮 ら し 続 け る こ と が で き る よ う 、市 町 が 中 心 と

な っ て 、 医 療 ・ 介 護 ・ 予 防 ・ 住 ま い ・ 生 活 支 援 が 包 括 的 に 確 保 さ れ る 体

制 で あ る 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム を 推 進 し て い ま す 。

・ま ず は 要 介 護 状 態 に な る こ と を 予 防 す る た め 、自 ら の 健 康 の 保 持 増 進 に

努 め る と と も に 、要 介 護 状 態 に な っ た 場 合 に お い て も 、医 療 や 介 護 の 適

切 な サ ー ビ ス を 利 用 す る こ と に よ り 、そ の 有 す る 能 力 の 維 持 向 上 に 努 め

て い く こ と が 重 要 で す 。

＜ 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム の ５ つ の 要 素 ＞

構成要素 サービスの内容

①医 療 医療機関が提供する医療保険によるサービス（例：病院、診療所）

②介 護 介護事業者が提供する介護保険によるサービス

（例：特別養護老人ホーム、訪問介護、通所介護）

③介護予防 行政、NPO、ボランティア等が提供する、健康を維持し地域で暮らし続けるための継

続的な活動（例：市町の実施する介護予防教室、住民が運営する通いの場）

④住まい 行政や民間事業者等が提供する、生活の基盤として必要な住まいの供給

（例：公営住宅、高齢者住宅）

⑤日常生活支援 行政医、NPO、ボランティア等が提供する、日常生活上の困り事に対する支援

（例：見守り、外出支援、買い物、掃除等の家事支援）

■病床機能に応じた医療資源の投入による入院医療強化
■在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

どこに住んでいても、その人にとって適切な
医療・介護サービスが受けられる社会へ

・地域の病院、拠点病院、回復期病院の役割　
 分担が進み、連携が強化
・発症から入院、回復期、退院までスムーズに
 いくことにより早期の社会復帰が可能に

病気になったら 退院したら

・医療から介護への
  円滑な移行促進
・相談業務やサービス
　のコーディネート

急性期病院

地域の連携病院

かかりつけ医

日常 の
医療

亜急性 期・回復 期
リハ ビリ病院

＜地域包括ケアシステム＞

老人 クラブ・自治会・ボランティア・ NP O　等

生活支援・介護予防

住　ま　い

自宅 ・サ ービス付き高齢 者向け 住宅  等

医療 介護
早期退院 救急・手術など高度医療

集中リハビリ
→早期回復

包括的
マネジメント

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー 通所

訪問介 護・看護

通院

在宅 医療
　　・訪問 看護

元気でうちに
帰れたよ

※地域 包括ケアシ ステムは、概ね30 分以内に
   必要 なサービスが 提供 される 日常 生活圏 域
  （具体 的には中学校 区）を単位 として想定

地域包括ケアシステムを担う人材の確保
医療

従事 者
介護

従事 者
県民

多様 な主体

地域包括ケアシステム
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【 現 状 ・ 課 題 １ 】

n 県 内 の 高 齢 化 率（ 総 人 口 に 占 め る 65 歳 以 上 の 割 合 ）は 、2022 年 4 月
現 在 30 . 2％ で 過 去 最 高 と な っ て い ま す 。

n 健 康 寿 命 は 、2019 年 で 男 性 73 . 45 歳 、女 性 76 . 5 8 歳 と 全 国 ト ッ プ ク
ラ ス で す が 、 健 康 寿 命 と 平 均 寿 命 の 差 を 縮 め る こ と が 課 題 で す 。

n 健 康 寿 命 の 延 伸 に 向 け て 、健 康 長 寿 の ３ 要 素（ 運 動 ・ 食 生 活 ・ 社 会 参
加 ） を 促 進 す る こ と に よ り 、 生 活 の 質 の 向 上 が 必 要 で す 。

n 高 齢 者 の 地 域 活 動 へ の 参 加 を 促 す た め 、 高 齢 者 が 自 ら 運 営 に 参 加 し 、
体 操 や 趣 味 活 動 な ど を 行 う 通 い の 場 等 の 充 実 が 必 要 で す 。

n 医 療 保 険 制 度 等 に 基 づ く 保 健 事 業 と 介 護 保 険 制 度 に 基 づ く 介 護 予 防
事 業 が 、そ れ ぞ れ の 制 度 や 年 齢 に よ っ て 別 々 に 実 施 さ れ て お り 、地 域
の 健 康 課 題 に 対 し て 横 串 を 通 し た 一 体 的 な 取 組 が 必 要 で す 。

n 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス の 感 染 拡 大 に よ り 、 社 会 活 動 の 自 粛 に よ る 身 体・
認 知 機 能 の 低 下 が 懸 念 さ れ ま す 。

○ 高 齢 者 が い き い き と 健 康 に 暮 ら せ る 社 会 を 目 指 し て 、多 職 種・多 機
関 と 連 携 し 、住 民 に よ る 介 護 予 防 活 動 を 促 進 す る と と も に 、ICT を
活 用 し た 健 康 づ く り を 行 い ま す 。

主な取組➡ ① 介護予防の取組促進

１ 健康寿命の推移

・健康寿命は、2019 年で男性 73.45 歳、女性 76.58 歳と全国トップクラスとなっています。一方で、

健康寿命と平均寿命の差が依然として長くなっています。

（単位：歳）

（資料）厚生労働省「国民生活基本調査」を基に推計。（ ）は全国順位

＜健康寿命と平均寿命の差＞

区分 2010 年 2013 年 2016 年 2019 年

男性 71.68（２位） 72.13（３位） 72.63（６位） 73.45（５位）

女性 75.32（１位） 75.61（２位） 75.37（13位） 76.58（５位）

男女計（本県算出） 73.53（１位） 73.90（２位） 74.02（６位） 75.04（５位）

男女計（全国平均） 72.13 72.74 73.50 74.07
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２ 自立高齢者の割合

・自立高齢者の割合は、2019 年で 83.9％と全国で５番目に高くなっています。

（単位：％）

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」。（ ）は全国順位

（注）自立高齢者の割合＝100－要介護認定率

３ 地域活動への参加

・高齢者が自ら運営に参加し、体操や趣味活動等を行う「通いの場」への参加者は、事業対象者（要支援

認定を受けていないが、日常生活の動作や運動機能等の低下等により、市町が介護予防事業への参加が

必要と判定した者）や要支援者など、介護サービスが必要になってからの参加割合が高くなる傾向にあ

ります。

資料：「高齢者の生活と意識に関する調査」(2019 年度)

・通いの場は、2020年度、県内に 4,475 か所設置されており、参加者数は 82,854 人で、高齢者人口に

対する参加率は 7.6%となっています。

区分 2010 年 2013 年 2016 年 2019 年

静岡県 85.5（５位） 84.8（４位） 84.5（５位） 83.9（５位）

全国平均 83.1 82.2 82.0 81.6

令和２年度　介護予防に資する住民主体の通いの場の状況（割合）

合計 1,096,727 4,475 40.8 82,854 7.6
賀茂圏域 27,736 129 46.5 2,422 8.7
熱海伊東圏域 46,209 114 24.7 1,410 3.1
駿東田方圏域 192,822 551 28.6 10,891 5.6
富士圏域 108,944 519 47.6 8,067 7.4
静岡県域 211,272 438 20.7 7,830 3.7
志太榛原圏域 139,682 801 57.3 16,197 11.6
中遠園圏域 130,868 866 66.2 17,007 13.0
西部圏域 239,194 1,057 44.2 19,030 8.0

※介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況調査
※高齢者人口は、総務省の令和２年1月1日住民基本台帳年齢階級別人口

通いの場の箇所数（単位：箇所） 参加者実人数（単位：人）

市町名 高齢者人口
計

高齢者人口一万人

あたりの箇所数
計

高齢者人口に対
する参加率(%)
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【 主 な 取 組 】

取組名 ①介護予防の取組促進 担当課 名
健康福祉部

健康増進課

目 的

(何のために)

高 齢 者 が 要 支 援 、 要 介 護 状 態 に な る 前 か ら の 予 防 や 悪 化 防

止 を 図 る た め 、 地 域 で 包 括 的 ・ 継 続 的 な 支 援 を 展 開 す る 。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１：住民による介護予防活動の充実 （P.32 参考資料)

（１）通いの場の魅力向上

・住民が主体的に集まって、体操や趣味活動等を行う通いの場の設置促進に向けて、担い手の育成

や立ち上げに向けた講習会を開催するとともに、魅力の向上につなげるため、通いの場で活動す

るリハビリテーション専門職や歯科衛生士、管理栄養士の育成等を行っています。

・通いの場等において効果的な介護予防を進めるため、関係団体と連携して、取組の効果を見える

化し、参加者の意欲の向上を図るなど、住民による介護予防活動を支援しています。

＜「通いの場」等で活動する専門職の育成＞

（注）リハビリテーション専門職：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

＜民間ノウハウの活用＞

・健康寿命の更なる延伸のため、民間企業との連携や専門職の活用により、通いの場における介護

予防活動の活性化を支援します。

区分 2018年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度

リハビリテー

ション専門職

育成数 累計 93人 累計 272 人 累計 356 人 累計 394 人

活動件数 1,590 件 2,374 件 2,823 件 2,864 件

歯科衛生士
育成数 － － 累計 279 人 累計 446 人

活動件数 － － 554件 640 件

管理栄養士
育成数 － － 累計 164 人 累計 308 人

活動件数 － － 1,194 件 1,261 件
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（２）壮年熟期世代の社会参加の促進

・「ふじのくに型人生区分」における壮年熟期（66～76歳）の方を対象に、健康長寿の３要素（運

動・食生活・社会参加）の一つである社会参加に対する動機付けや実践の場の紹介等を行い、壮

年熟期の方々の生きがいづくりや健康づくりを推進しています。

＜実績＞ 2021 年度：17 市町を伴走支援

（３）生活支援の担い手を養成するための体制づくり

・日常生活においてちょっとした支援が必要な方を支える生活支援の担い手として養成するた

めのセミナー等を開催し、高齢者の介護予防とともに、住民が支え合う地域づくりに繋げてい

きます。

壮年熟期事業での支援内容 数 値

社会参加促進フェアの開催 10 市町 4,225 人

講習・体験型講座の実施 28 市町 2,438 人

交流会の開催 10 市町 105 人

居場所の開設 ９か所

講習受講者が集まり男性のOB会を立ち上げ １か所

運転ボランティア養成者数

（フォローアップ含む）

207 人

※上記「講習・体験型講座」の内数
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

（４）健康づくりと介護予防の一体的な取組の推進

・高齢者の自立支援、介護予防・重度化を防止するため、運動機能の低下やオーラルフレイル、低

栄養など高齢者に生じやすい健康上の問題について、県民に広く周知しています。

・市町における高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施(※)を促進するため、健診や医療、介

護のデータを活用して、地域の健康課題を分析・把握し、健康相談や受診勧奨等を行う取組を支

援しています。

・医師が健診や日常の受診の機会を捉え、生活習慣病の重症化予防とフレイルに関する評価を行

い、高齢者に状態に応じたサービス等につなげる取組を実施しています。

＜高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の状況＞

（注）実施市町数：以下の５つの取組を実施する市町

①専門職の配置、②企画・調整の実施、③健診や医療・介護レセプト情報を活用した地域の健康課題の分析・把握、

④高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）、⑤通いの場等への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ）

※「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」とは

・高齢者の効果的な健康づくりに向けた、切れ目のない支援を行う体制を整備するもの。

高齢者の健康課題解決や生活機能の改善を目的に、市町において、医療保険制度等に基

づく保健事業（健診・保健指導等）と、介護保険制度に基づく介護予防事業を一体的に実

施することが 2020年度に制度化された。

（５）科学的知見に基づいた健康施策の推進

・昨年４月に開学した静岡社会健康医学大学院大学において、社会健康医学（※）の視点を取り入

れた、先端的な施策や研究等により、効果的な健康増進施策に活用しています。

・本県の健康課題である脳血管疾患、認知症、フレイルの原因等について、医療・健康データの分

析や、地域をフィールドとした研究を推進しています。

※社会健康医学とは

・伝統的な公衆衛生学にゲノム医学や医療ビッグデータ解析などの新しい学術領域を加え

ることで、社会における人の健康を幅広い視点から考究、社会実装する学問。

区分 2020年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

実施市町数 ５市町 16市町 23市町 28 市町(予定) 35 市町(予定)
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

取組２：ICT を活用した健康づくり

（１）静岡県健康づくり応援サイト「ふじのくに むすびば」の活用

・高齢者を中心に社会活動の自粛に伴う身体・認知機能の低下を防止するため、様々な健康づくり

の情報を集約したサイト「ふじのくに むすびば」を昨年 12 月に開設しました。

・県内 46種類のご当地体操をはじめ、ヨガやハイキング、減塩レシピなど健康づくりに役立つ動

画を発信しています。

・通いの場、認知症カフェなど約 400 か所以上の活動の場をわかりやすく紹介するとともに、操

作が不慣れな方にも、目的の情報に簡単にアクセスできるようサポートしています。

＜実績＞ ページビュー数：36,345 ユーザー数：10,076（2021.12.24～2022.5 月末まで）

（２）オンラインによる活動の場の支援

・通いの場や認知症カフェなどの活動の場へ ICT アドバイザーを派遣し、LINE の使い方講座な

ど、リアルとデジタル双方を活用したつながり創出を支援しています。

＜実績＞ ICT アドバイザーの派遣：2021年度 104 回・994人

・通いの場や認知症カフェなどの活動の場同士がつながり、オンラインで取り組みたいことを意

見交換するオンライン通いの場交流会を実施しています。

＜実績＞ 参加者：2021年度 127 人

ふじのくに むすびば

オンライン通いの場交流会ICT アドバイザーによる LINE 活用講座
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 現 状 ・ 課 題 ２ 】

n 2019 年 度 の 静 岡 県 の 調 査 で は 、 高 齢 者 の 「 自 宅 や 高 齢 者 向 け ケ ア 付
住 宅 で 最 期 を 迎 え た い 」と い う 希 望 に 対 し 、実 際 に 亡 く な っ た 場 所 は
病 院 が 多 く 、 本 人 の 希 望 と 現 状 に ギ ャ ッ プ が あ り ま す 。

n 住 み 慣 れ た 地 域 で 最 期 ま で 安 心 し て 在 宅 療 養 で き る よ う に す る た め 、
医 療 と 介 護 の 切 れ 目 の な い サ ー ビ ス の 提 供 を 促 進 す る と と も に 、在 宅
医 療 を 実 施 す る 診 療 所 や 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン の 整 備 等 を 支 援 す る
必 要 が あ り ま す 。

n 住 み 慣 れ た 地 域 で 生 活 し 、人 と 交 流 す る こ と は 、生 活 の 質 の 向 上 や 介
護 予 防 、認 知 症 予 防 に も 効 果 的 で あ る 一 方 で 、高 齢 者 ほ ど 外 出 頻 度 が
減 少 し て い く 傾 向 が あ る こ と か ら 、高 齢 者 が 外 出 し や す い 環 境 の 整 備
が 必 要 で す 。

○ 高 齢 者 が 住 み 慣 れ た 地 域 で 日 常 生 活 を 継 続 で き る よ う 、在 宅 で 医 療
が 受 け ら れ る 体 制 づ く り を 促 進 す る と と も に 、移 動 支 援 を 始 め と し
た 住 民 主 体 の 生 活 支 援 の 取 組 の 充 実 を 図 り ま す 。

主な取組➡ ② 地域で日常生活を支援する仕組みの充実

１ 人生の最期を迎えたい場所の希望と現状

・自宅や高齢者向けのケア付住宅で最期を迎えたいと希望する者の割合は約 58％であるのに対し、実際

に亡くなった場所は病院が約 66％であり、本人の希望と現状にギャップが見られます。



12

２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

２ 生活支援の必要性

・自分で食品・日用品の買い物をできる、していると回答した高齢者は全体では約８割となりますが、事

業対象者（要支援認定を受けていないが、日常生活の動作や運動機能等の低下等により、市町が介護事

業への参加が必要と判定した者）では約６割、要支援者では約４割まで減少しています。

出典：静岡県「高齢者の生活と意識に関する調査」(2019 年度)

・自分で食事の用意をできる、していると回答した高齢者は、全体では約７割となりますが、事業対象者

は約６割、要支援者では約５割まで減少しています。

出典：静岡県「高齢者の生活と意識に関する調査」(2019 年度)

３ 移動・外出しやすい環境整備の必要性

・高齢者の外出の頻度は、年齢が高くなるほど減少する傾向にあります。

出典：静岡県「高齢者の生活と意識に関する調査」(2019 年度)
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 主 な 取 組 】

取組名
②地域で日常生活を支援す

る仕組みの充実
担当課 名

健康福祉部

福祉長寿政策課

目 的

(何のために)

高 齢 者 の 在 宅 生 活 を 支 え る た め 、 在 宅 で の 医 療 の 提 供 や

地 域 で の 支 え 合 い の 体 制 づ く り を 促 進 し ま す 。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組1：在宅医療を支える医療機関等への支援 （P.32～33 参考資料)

・誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるように、在宅

での療養を支える診療所・訪問看護ステーションへの設備整備等に対し助成を行っています。

＜実績＞訪問診療を行う診療所に対する医療機器等の購入助成：2021 年度 45施設

新規の訪問看護ステーションの開設費用等に対する助成：2021年度 22施設

・在宅療養を支える医師・看護師等に対して、訪問診療・訪問看護に関する知識、技術の向上や在

宅医療への参入を促進するため、研修やセミナー等を実施しています。

＜実績＞研修やセミナー等の開催回数・参加者数： 2021年度 85回・1,095 人

取組２：生活支援の担い手養成のための体制整備

（１）住民主体の生活支援体制整備の支援

市町

民間協働等による支援体制の構築

・生活支援サービスの提供体制の構築に向けた資源開発、ネットワーク構築を行う
生活支援コーディネーターの設置

・生活支援等サービスの提供主体の定期的な情報の共有、連携強化を行う協議体の

設置

県
・地域で生活支援の核となる生活支援コーディネーターの資質向上やネットワーク
構築のための体制整備を支援

助成により購入された訪問診療用の医療機器
（左：心電図 右：ポータブルエコー） 訪問看護師向けの技術向上研修
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

（２）生活支援の担い手を養成するための体制づくり （再掲）

・日常生活においてちょっとした支援が必要な方を支える「生活支援の担い手」として養成する

ためのセミナー等を開催し、住民同士が支え合う地域づくりに繋げていきます。

取組３：住民主体の移動サービス

（１）移動サービスの運営支援

・移動サービスの立ち上げや運営を支援するため、移動サービスに関する制度等に関する専門

の相談窓口を設置しています。

・また、移動サービス運営団体等へのアドバイザーの派遣や、移動サービスの取組事例の共有を

目的とした情報交換会を開催しています。

〈参考〉

道路運送法における許可又は登録が不要な外出支援の取組

（基準日：2022 年４月１日、福祉長寿政策課所管分）

ボランティア等
による外出支援

うち、総合事業
訪問型サービスＤ
（移動支援）

26市町 ５市町
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 現 状 ・ 課 題 ３ 】

n 要 介 護（ 支 援 ）認 定 者 の 増 加 が 見 込 ま れ る こ と か ら 、量 的 に 十 分 な 介
護 サ ー ビ ス の 提 供 体 制 を 整 備 す る 必 要 が あ り ま す 。

n 介 護 サ ー ビ ス は 、利 用 者 の 心 身 の 状 況 や 生 活 環 境 な ど に よ り 、必 要 な
サ ー ビ ス 種 別 が 異 な る こ と か ら 、住 み 慣 れ た 地 域 で 必 要 な サ ー ビ ス が
利 用 で き る よ う 、種 別 ご と の サ ー ビ ス 見 込 み 量 の 推 計 を 踏 ま え 、計 画
的 に 基 盤 整 備 を 進 め る 必 要 が あ り ま す 。

○ 多様化した介護需要に個別に対応する多様な介護サービスの提供が不可欠であり、量
的・質的に十分なサービスの提供ができるよう介護サービスの充実・強化を図ります。

主な取組➡ ③ 介護サービスの充実

１ 要介護（要支援）認定者数等の状況

２ 特別養護老人ホームの入所希望者の推移

※ひとり暮らしで介護者がいないなど入所の必要性が高いと判断される方

区 分 2019.3.31 2020.3.31 2021.3.31
2022.3.31
暫定値

第 1号被保険者数 A 1,079,334 1,087,556 1,096,283 1,100,082

認定者数 B 176,071 178,620 183,718 186,945

認定率 B/A 16.3 16.4 16.8 17.0

サービス利用者数（月平均） 160,603 164,539 168,444 （未公表）

居宅介護サービス 106,236 109,036 112,490 （未公表）

地域密着型サービス 23,757 24,040 24,136 （未公表）

施設介護サービス 30,611 31,463 31,818 （未公表）

区 分 2019.4.1 2020.4.1 2021.4.1

入所希望者実人数 6,086 6,104 5,815

必要性の高い方※ 793 798 732
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 主 な 取 組 】

取組名 ③介護サービスの充実 担当課 名
健康福祉部

介護保険課

目 的

(何のために)

い つ で も ど こ で も 誰 で も 必 要 な 施 設 サ ー ビ ス を 受 け ら れ

る よ う 、第 ９ 次 静 岡 県 長 寿 社 会 保 健 福 祉 計 画 に 沿 っ て 、計

画 的 な 介 護 保 険 関 連 施 設 の 整 備 を 促 進 し ま す 。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１：介護サービス基盤整備

（１）介護サービス基盤整備のための助成

・高齢者福祉の増進を図るため、介護保険関連施設等の整備を行う市町、社会福祉法人、医療法人

等に対し、予算の範囲内において補助金を交付します。

（主な補助制度の概要）

（２）介護保険施設等の状況

項 目 内 容

補助対象施設

・特別養護老人ホーム

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業所

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ほか

補助対象経費

・介護施設等の新築・増築・改築など建物の整備に必要な経費

・介護施設等の開設時等における備品等の購入、職員訓練期間中の雇

上げ、職員募集などに必要な経費

施設種別 2020.4.1 2021.4.1 2022.4.1

特別養護老人ホーム （定員） 19,506 19,460 19,560

認知症高齢者グループホーム （定員） 6,378 6,471 6,489

小規模多機能型居宅介護事業所 （か所） 163 161 163

看護小規模多機能型居宅介護事業所（か所） 29 31 35
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 前 回 レ ビ ュ ー (2018 年 )の 改 善 提 案 と 対 応 状 況 】

改善提案内容 施策への反映状況等

n 県は、一律に仕組みを押し付けるので

はなく、県内各市町の現場に足を運び

実際に目で見て、現状や課題を把握し、

情報の共有や地域課題の解消、好事例

の横展開といった、市町へのサポート

を推進する。

その際、各市町が持つ資源の「あるもの

探し」を県が実施していく。

市町の現状と課題、県に求める支援策等について、ヒア

リング（対面・オンライン）を 2021 年度は 27 市町、

2022年度は全 35市町で実施した。

市町の課題等については、医療、介護の専門職等で構成

する「地域包括ケア推進ネットワーク会議」（県・圏域）

で共有し、地域課題の解決に向けた協議を行っている。

また、好事例については、市町職員が参加する会議や研

修会において共有するほか、県が発行する「地域包括ケア

だより」で立上げまでのプロセス等も紹介し、地域での取

組を支援している。2020 年度は、順天堂静岡病院と伊豆

の国市等周辺５市町における、外来患者の情報を共有す

るための情報連携シートの活用について紹介した。

n 地域包括ケアシステムの仕組みや制度

については、様々な広報媒体を活用し

た情報発信により県民への理解促進を

図る必要がある。現在の発信方法を改

めてしっかりと見直し、「伝わる」方法

を検討することが重要。

県民が、地域包括ケアシステムを「自分ごと」として理

解できるよう、県民だよりやシンポジウム等を活用した

理解促進に取り組んでいる。

これまで開催していた「地域包括ケアシンポジウム」に

ついては、高齢者福祉だけでなく分野を越えた福祉の推

進を図るため、2021 年度から「地域共生推進フォーラ

ム」として開催している。

また、県民の在宅療養に対する理解を深めるため、「ふ

じのくに高齢者在宅生活”安心”の手引き」を発行し、在宅

療養を支えるサービスの事例や、よくある質問等を示す

ほか、市町に対しても広報や研修の素材としての活用を

促進するなど、普及啓発を図っている。

併せて、2020 年度に開催した、外部有識者等による

「人生の最終段階における医療・ケアの在り方に関する

検討会」からの提言を受けて、ＡＣＰ「アドバンス・ケア・

プランニング」（人生会議）について、県民だよりや県民

向けのセミナー等で普及を行っている。
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

改善提案内容 施策への反映状況等

n 介護･福祉の課題解決にあたっては、市

町や地域、民間事業者等多様な主体を

巻き込むことが重要。愛知県豊明市の

事例を研究し、応用できる市町への横

展開を検討していく必要がある。

愛知県豊明市における、行政と民間事業者が連携した、

高齢者の健康増進につながる外出促進のための定額運賃

で利用できる乗り合い送迎サービスの事例を踏まえ、生

活支援や介護予防の体制整備において、市町や地域、民間

事業者など多様な主体を巻き込み、多様なサービスの創

出を支援する取組を行っている。

2019年度には、地域における生活支援・介護予防サー

ビスの提供体制の強化を目的として、スポーツ・レジャ

ー、交通、観光、金融、大学等、多様な業態の民間事業者

と市町、地域包括支援センター等とのマッチング会を実

施し、市町の体制整備を支援した。

2022年度には、通いの場の活性化を目的に、通いの場

と民間事業所等とのマッチング事業を行っている。

また、移動サービスについて、住民主体の取組や社会福

祉法人との連携など、先行市町の取組の報告会の開催や、

県内外の住民主体の移動支援実施団体の好事例を事例集

にまとめ、市町における普及を図った。2020年度からは

地域における移動サービスの立ち上げや継続を支援する

ため、総合相談窓口の設置やアドバイザー派遣、情報共有

のための事例報告会等を、NPOの協力を得て実施してい

る。

n 介護･福祉の主体は市町であることか

ら、県が過度に関わり過ぎず、現場であ

る地域や市町が担う部分でうまく進め

られないところを、県がいかにサポー

トするかなど県の役割は何かを改めて

考え直すことが必要である。

地域包括ケアシステムの推進にあたり、県の役割を、①

現状の把握、②市町等の相談に対する助言、③人材の育

成、確保、④広域的な調整、⑤県民への広報として、施策

を展開している。

具体的には、現状把握のための市町ヒアリングや、介護

予防や生活支援を担う人材の育成、地域リハビリテーシ

ョン広域支援センターによるリハビリ専門職の派遣調整

などを実施している。

また、市町の課題解決、県の支援策等については、医療、

介護の専門職等で構成する「地域包括ケア推進ネットワ

ーク会議」（県・圏域）で共有し、地域課題の解決に向け

た協議を行っている。
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

☞ 視点2 認知症の人とその家族を支える仕組みの充実

【 現 状 ・ 課 題 ４ 】

n 2025 年 に は 高 齢 者 の ５ 人 に １ 人 、 約 23 万 人 が 認 知 症 と 推 計 さ れ 、
誰 も が 認 知 症 又 は 介 護 者 と な る 可 能 性 が あ る こ と か ら 、認 知 症 へ の 理
解 の 向 上 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。

n 在 宅 で 生 活 す る 認 知 症 高 齢 者 が 安 心 し て 日 常 生 活 を 送 る た め 、周 囲 の
理 解 や 支 援 が 必 要 で す 。

n 認 知 症 の 予 防 と は 「 認 知 症 に な る こ と を 遅 ら せ る 」「 認 知 症 に な っ て
も 進 行 を 緩 や か に す る 」と い う 意 味 で あ り 、早 期 発 見・ 早 期 対 応 に よ
り 重 症 化 を 防 止 す る こ と が で き る こ と か ら 、予 防 へ の 取 組 を 強 化 す る
必 要 が あ り ま す 。

n 認 知 症 は 、運 動 、口 腔 機 能 の 向 上 、栄 養 改 善 、社 会 交 流 、趣 味 活 動 等
の 日 常 生 活 に お け る 取 組 が 予 防 に つ な が る た め 、 周 知 が 必 要 で す 。

n 65 歳 未 満 で 発 症 す る 若 年 性 認 知 症 の 人 は 約 1 ,0 00 人 と 推 計 さ れ て お
り 、就 労 や 家 事・ 育 児 へ の 影 響 等 、高 齢 者 の 認 知 症 と は 異 な る 課 題 が
あ り ま す 。

n 認 知 症 の 人 本 人 か ら の 発 信 の 機 会 を 増 や し 、本 人 と と も に 普 及 啓 発 に
取 り 組 む 必 要 が あ り ま す 。

○ 認知症の人とその家族が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる社
会を目指して、認知症を「知る」、認知症の発症を「遅らせる」、地域で「支え合う・
暮らす」の視点から施策に取り組みます。

主な取組➡ ④ 認知症の人とその家族への支援

１ 静岡県の認知症高齢者数の推計

・認知症は、脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に

支障が生じる程度までに記憶障害及びその他の認知機能が低下した状態を言います。

＜本県の認知症高齢者数の推計＞



20

２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 主 な 取 組 】

取組名
④認知症の人とその家族へ

の支援
担当課 名

健康福祉部

福祉長寿政策課

目 的

(何のために)

認 知 症 の 発 症 を 遅 ら せ 、 認 知 症 に な っ て も 希 望 を 持 っ て

日 常 生 活 を 過 ご せ る 社 会 の 実 現 を 図 り ま す 。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、「認知症

を正しく知る（知る）」「認知症の発症を遅らせる（遅らせる）」「地域で支え合いつながる（支え合

う・暮らす）」の視点から施策に取り組んでいます。

取組１： 認知症を正しく知る社会の実現（知る）

（１）認知症に関する理解の促進

・認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見守る応援者となる「認知症サポータ

ー」を養成しています。認知症サポーターには特別な役割や義務はなく、高齢者に優しく接

し、声をかけたり、困っていれば手助けできるような支援役が期待されています。子どもや企

業・職域を対象にした認知症サポーター養成研修も行っています。

＜認知症サポーター養成数＞ 単位：人

内容 2018年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度

①キャラバンメイト 3,461 3,570 3,637 3,634

②認知症サポーター 331,719 361,977 375,722 392,140

③②のうちこどもサポーター 64,762 76,154 82,036 88,485

④企業・職域型サポーター － 62,340 65,669 －
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

（２）相談先の充実・周知

・認知症の人や家族に対して、認知症介護の経験者等が、同じ立場、仲間の立場で相談対応する

認知症コールセンターを設置しています。

・就労や育児、家事への影響など特有の課題を有することから、若年性認知症相談窓口を設置し

ています。医療・福祉関係者、企業からの相談にも応じています。

＜相談件数＞ 単位：件

（３）認知症の人本人からの発信支援

・認知症の当事者を「静岡県希望大使」に委嘱して、自らの体験に基づいて認知症の人の相談相

手となり、認知症の理解を深める啓発活動を行っています。

※静岡県希望大使に委嘱

区分 2019 年度 2020 年度 2021 年度

認知症コールセンター 156 217 206

若年性認知症相談窓口 162 202 216
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

取組２： 認知症の発症を遅らせる環境の整備（遅らせる）

（１）認知症予防に資する可能性のある活動の推進

・社会参加によって社会的孤立の解消や役割の保持等にもつながることから、地域において高

齢者の通いの場等の拡充を図っています。また、通いの場等で健康相談を行うリハビリテーシ

ョン専門職や歯科衛生士、管理栄養士等の育成を行っています。

・市町において、特定健診・特定保健指導の受診を促し、介護予防教室などを通じて、生活習慣

病が認知症のリスク要因であることを周知しています。

（２）健康づくりと介護予防の一体的な取組の推進 （再掲）

・高齢者の自立支援、介護予防・重度化を防止するため、運動機能の低下やオーラルフレイル、

低栄養など高齢者に生じやすい健康上の問題について、県民に広く周知しています。

・市町における高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の促進を支援しています。

（３）科学的知見に基づいた健康施策の推進 （再掲）

・昨年４月に開学した静岡社会健康医学大学院大学において、社会健康医学の視点を取り入れ

た、先端的な施策や研究の推進などにより、効果的な健康増進施策に活用しています。

・本県の健康課題である脳血管疾患、認知症、フレイルの原因等について、医療・健康データの

分析や、地域をフィールドとした研究を推進しています。

取組３： 地域で支え合いつながる社会の実現（支え合う・暮らす） （P.33 参考資料)

（１）医療体制の整備

・かかりつけ医療機関等における早期発見・早期対応を促進するため、かかりつけ医の相談役等

の役割を担う認知症サポート医を養成するほか、かかりつけ医及び歯科医師、薬剤師、看護師

等の認知症対応力向上研修を行っています。

・認知症疾患に関する鑑別診断とその初期対応、認知症の行動・心理症状（BPSD）と身体合併

症の急性期治療に関する対応、専門医療相談等を実施し、地域保健医療・介護関係者への研修

等を行う認知症疾患医療センターを 15 か所指定しています。

※県指定 11 か所、政令市指定４か所（静岡市３か所、浜松市 1か所）。

＜受講者数の推移（実数）＞

区分 2018 年度まで 2019 年度 2020 年度 2021 年度 計

認知症サポート医数 293 人 41 人 12 人 26 人 372人

医療職向け

認知症対応

力向上研修

の受講者数

（実数）

かかりつけ医 867 人 119 人 130 人 33 人 1,149人

歯科医師 165 人 129 人 206 人 ８人 508人

薬剤師 446 人 187 人 152 人 104 人 889人

看護職員 149 人 68 人 60 人 81 人 358人

病院医療従事者 3,308 人 882 人 805 人 849 人 5,844人

病院勤務以外の看護師等 ― ― ― 45人 45人
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

（２）本人・家族への支援

・各市町が進めている、認知症サポーター等が支援チームを作り、認知症の人やその家族のニー

ズに合った具体的な支援につなげる仕組み（チームオレンジ）の整備を支援しています。

・認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いに理解し合う場で

ある認知症カフェの取組の普及を促進しています。

・行方不明のおそれのある人の事前登録を進め、行方不明時の早期発見・保護に向けて、市町及

び警察等の協力の下、「見守り・SOS体制の広域連携」の運用を開始しています。

＜チームオレンジ設置数＞

＜認知症カフェ設置数＞ 2022年 4月現在

＜見守り・SOS体制の事前登録者数＞ 2022 年 3月末現在

（３）若年性認知症の人への支援

・65 歳未満で発症する若年性認知症には、就労や育児、家事への影響など特有の課題を有する

ことから、若年性認知症相談窓口を設置し、認知症の人や家族からの相談に応じています。ま

た、若年性認知症の人の就労継続を支援するため、若年性認知症支援コーディネーターによる

企業への出前講座の開催や、関係機関との連携を進めています。

区分 2019 年度 2020 年度 2021 年度

設置市町数 10市町 13 市町 19市町

チーム設置数 23 チーム 32チーム －

チーム員数 327 人 470人 －

設置市町数 設置数

34市町 171 か所

市町数 事前登録者数

35市町 2,656 人
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 前 回 レ ビ ュ ー (2018 年 )の 改 善 提 案 と 対 応 状 況 】

改善提案内容 施策への反映状況等

n 誰もが、認知症になる可能性があるこ

とを認識してもらうことで、認知症の

人が暮らしやすい環境とするにはどう

したらよいのか、地域で考えてもらう

きっかけづくりに取り組む。

認知症を正しく理解し、認知症の人やその家族を温か

く見守る応援者として「認知症サポーター」を養成し、

2021年度末で、県内で約 40万人となっている。

認知症の本人による普及啓発活動を強化するため、

2018 年度に、全国に先駆けた本人発信の取組として、

「認知症の本人が語り合う全国の集い in 静岡」を開催

するとともに、2020 年度には、地域版としては全国初と

なる「静岡県希望大使」に認知症の当事者を委嘱し、本人

による普及啓発を推進している。

また、地域での具体的な支援活動を促進するため、本人

や家族のニーズに沿って、地域の認知症サポーターが見

守りや認知症カフェの開催などを行う「チームオレンジ」

の設置を推進している。

2019年度は、モデル市町において、チームオレンジ活

動の中心となる人材の養成等を行ったほか、2022年度に

は、チームオレンジ未設置の市町に対し、当事者のニーズ

把握からチームオレンジの立ち上げまでを伴走的に支援

し、全県的な体制整備に向け事業を進めている。
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

☞ 視点３ 介護サービスの量の確保と質の向上

【 現 状 ・ 課 題 ５ 】

n 県 が 実 施 し た 介 護 人 材 の 需 給 推 計 で は 、 団 塊 の 世 代 が 75 歳 以 上 と な
る 2025 年 に は 、 約 63 , 0 00 人 の 介 護 職 員 が 必 要 と 推 計 さ れ て い ま す
が 、 そ の 時 点 に お け る 供 給 可 能 な 介 護 職 員 は 約 57 , 3 00 人 と 、 5 ,7 00
人 の 需 給 格 差 が 生 じ 、更 な る 介 護 職 員 の 確 保 が 必 要 に な る と 想 定 さ れ
て い ま す 。

n 介 護 の 仕 事 の 魅 力 や や り が い を 、若 年 層 を 中 心 に 幅 広 く 伝 え る た め の
情 報 発 信 の 強 化 や 、 外 国 人 人 材 ・ 元 気 高 齢 者 な ど 多 様 な 人 材 の 確 保 、
業 務 分 担 や 負 担 の 軽 減 な ど 新 た な 働 き 方 を 構 築 す る こ と が 求 め ら れ
て い ま す

n こ れ ま で 以 上 に 介 護 職 員 を 確 保 す る た め に は 、介 護 職 場 で 働 い て み た
い 、ず っ と 働 き 続 け た い と 誰 も が 思 え る よ う な 、魅 力 の あ る 安 定 し た
職 場 環 境 の 整 備 が 必 要 で す 。

○ 若年層を中心とした県民の介護・福祉の仕事に対する正しい理解を深める環境づくりや、外国人・

潜在介護人材の育成などに取り組み、多様な人材の新規就労を促進します。

○ 介護職員が安心して働き続けることができる介護事業所の実現に向けた、労働環境の改善等の取

組を支援します。

主な取組➡ ⑤ 介護サービス等を支える人材の確保と資質の向上

⑥ 介護職場の労働環境と処遇の改善

１ 介護人材の将来推計

・2025 年時点の介護職員数の推計は 57,222 人となり、需要 62,988 人に対し 5,766 人の需給ギャップ
が発生する見込みです。

２ 介護人材を取り巻く状況

・介護関連の有効求人倍率は依然として高く、慢性的な人材不足になっています。
（静岡労働局調）

区 分 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022.3月

全国
全 産 業 1.23 1.39 1.54 1.62 1.93 1.22

介護関連 3.64 3.95 4.23 3.86 3.62 3.47

県
全 産 業 1.58 1.68 1.48 0.97 1.15 1.24

介護関連 4.59 4.58 4.64 4.09 4.06 4.16
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 主 な 取 組 】

取組名
⑤介護サービス等を支える

人材の確保と資質の向上
担当課名

健康福祉部

介護保険課

目 的

(何のために)

若 年 層 を 中 心 と し た 県 民 の 介 護 ・ 福 祉 の 仕 事 に 対 す る 正

し い 理 解 を 深 め る 環 境 づ く り や 、外 国 人・潜 在 介 護 人 材 の

育 成 な ど に よ り 、 多 様 な 人 材 の 新 規 就 労 を 促 進 し ま す 。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１： 介護分野への新規就業の促進 （P.34 参考資料)

静岡県社会福祉人材センターの無料職業紹介によるマッチングや、介護事業所で働きながら介

護資格を取得する求職者向け研修会の開催などを実施しています。

取組２： 外国人介護人材の確保・育成 （P.34 参考資料)

EPA 外国人介護福祉士候補者を受け入れる介護事業所に対する助成や、外国人介護職員向け巡

回相談、日本語読解力向上研修などを実施しています。

主 な 取 組 2021 年度実績

・静岡県社会福祉人材センターによる無料職業紹介・相談や研修の実施 589 人

・介護の資格を持たない者に必要な研修の実施による新規就業の促進及

び元気高齢者等が介護分野に参画するきっかけとなる出前講座の実施

新規雇用者

121 人

・結婚、出産等で離職した介護職経験者の復職を支援
復職者数

106 人

主 な 取 組 2021 年度実績

・ＥＰＡ外国人介護福祉士候補者を受け入れる介護事業所が実施する学

習支援に対する助成
63 人

・外国人留学生に学費や生活費を支援する介護事業所に対して経費の一

部を助成
６事業所(11人)

・外国人介護職員の悩み等に対応する巡回相談の実施と、外国人介護職

員のコミュニティ形成等を目的とした研修交流会の開催

巡回相談 71 件

研修交流会14回

・外国人介護職員向けの日本語読解力向上講座を開催 79 人
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

取組３： 介護の仕事の理解促進 （P.35 参考資料)

介護事業所で活躍する若手介護職員「介護の未来ナビゲーター」等による学校への出前講座や就

職ガイダンスへの派遣、小学生を対象にした体験事業を開催しています。

※介護の未来ナビゲーターの活動の様子

学校への出前講座 就職ガイダンス

主 な 取 組 2021 年度実績

・介護の未来ナビゲーター等による小・中・高校・大学等での出前授業の

実施及び就職ガイダンスへの派遣

出前授業 210 回

ガイダンス 6回参加

・小学生の親子を対象にしたしごと体験イベントの開催 参加児童 155人
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取組名
⑥介護職場の労働環境と

処遇の改善
担当課名

健康福祉部

介護保険課

目 的

(何のために)

介護職員が安心して働き続けることができる介護事業所の実現に向けた、労働

環境の改善等の取組を支援します。

取
組
内
容
（
手
段
、
手
法
な
ど
）

取組１： 生産性の向上による職員の負担軽減

介護業務の切り分けによる業務改善を進めるとともに、介護ロボット及び ICT 機器を活用した

生産性向上の推進により、介護職員の身体的・精神的負担の軽減を図ります。

取組２： 労働環境・処遇の改善

働きやすく、働きがいのある職場づくり等に積極的に取り組む優良介護事業所の表彰や、介護職

員等を対象に、賃金引上げを実施する事業所等に対する助成を行います。

※優良介護事業所表彰の様子

主 な 取 組 2021 年度実績

・介護業務の切り分け、ＩＣＴ機器導入後の効率的な働き方モデルの構
築（2022 年度新規）

－

・介護事業所のＩＣＴ機器等の導入費用を助成

ICT 機器等

導入事業所数
408 カ所

主 な 取 組 2021 年度実績

・働きやすい介護事業所認証、優良介護事業所の表彰

認証事業所

392 事業所
優良介護事業所表彰

６事業所、施設

・介護及び障害福祉職員等を対象に、収入を３％程度（１人当たり月額平

均 9,000 円相当額）引き上げるための措置を実施する経費を事業所等に
補助する。（2022年度新規）

－
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

【 前 回 レ ビ ュ ー (2018 年 )の 改 善 提 案 と 対 応 状 況 】

改善提案内容 施策への反映状況等

n 介護人材の不足を解消するため、給与

改善や就労環境の改善を検討するとと

もに、介護に関わることの魅力を伝え

る取組を進める。

中長期的には、学校教育の中で高齢者

や認知症の人と触れ合う機会を創出

し、介護・福祉について理解促進を図

り、人材育成につなげることが重要で

ある。

給与改善については、2022 年度に、職員の収入を３％

程度引き上げるための措置を実施している事業所に対す

る助成を行い、介護職員の処遇改善を進めている。

就労環境の改善については、介護サービス事業所への

ＩＣＴ機器の導入経費助成を拡充し、2021 年度には

408 事業所に導入するなど、業務の効率化を促進すると

ともに、介護の周辺業務を担う人材（介護サポーター）の

活用を進めることにより、介護職員の身体的・精神的負担

を軽減し、就労環境の改善を図っている。2022 年度は、

介護業務の切り分け等の効率的な働き方モデルの構築に

取り組み、今後、他事業所への横展開を進めていく。

介護に関わることの魅力を伝える取組については、小

学生の親子対象の「介護のしごと体験イベント」や、小・

中・高・大学等での出前授業、中学生・高校生を対象とし

た「福祉のしごと体験ツアー」などにより、介護の仕事の

魅力・やりがいを伝えており、2021 年度にはあわせて

6,533 人が参加した。

また、県立高校では、介護施設等の職場実習を実施し、

高齢者とのふれ合いの機会を設けるなどにより、介護・福

祉に対する理解促進を図っている。
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２-２ いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくり

２ 施策に関する県と市町、民間等との役割分担

区 分 役 割 ・取 組 等

県

＜地域包括ケアシステムの推進＞

・県としての基本理念を定め、達成しようとする目的及び市町への支援内容や支援体

制を明確にした県介護保険事業支援計画を作成する。市町の介護保険事業計画を尊

重しつつ、市町の行う事業が適正かつ円滑に実施されるよう支援を行う。

・地域において住民主体の生活支援の取組が整備されるよう、相談・情報共有体制を

整え、市町の取組を支援する。

・市町が単独で解決することが困難な課題に対して、広域調整を行う。

＜認知症にやさしい地域づくり＞

・認知症の人や家族が住み慣れた地域で自分らしく暮らせるよう、広域的な普及啓

発、相談・医療体制を整え、市町の取組を支援する。

＜介護・福祉人材の確保＞

・市町の枠を超えた広域的かつ中長期的な視点で、サービス提供の基盤整備及び人材

の確保・資質の向上等を行う。

市町

＜地域包括ケアシステムの推進＞

・市町としての基本理念を定め、達成しようとする目的及び地域の実情に応じた地域

包括ケアシステムの特色を明確にした介護保険事業計画を作成する。

・基礎自治体として、介護保険事業の実施に関して一義的な責任を負う。

・地域支援事業等により、地域における医療・介護の連携体制や、住民同士の支え合

いの体制を整備する。

＜認知症にやさしい地域づくり＞

・地域における関係機関等と連携・協働を図り、住民に身近な相談窓口として認知症

対策を総合的に推進する。

＜介護・福祉人材の確保＞

・地域に密着したサービス提供の基盤整備及び県と連携して人材の確保等を行う。

事業者

・サービス提供者として、質が高く継続的なサービスを提供する。

・サービス従事者の技術、能力の向上に向けた取組を行う。

・人材の確保、定着のための取組を行う。

県民

・自ら要介護状態になることを予防するため、常に健康の保持増進に努めるととも

に、要介護状態になった場合においても、適切なサービスを利用することにより、

その有する能力の維持向上に努める。

・認知症への誤解や偏見をなくし、認知症の症状や認知症の人への理解に努める。

・社会参加活動に取り組み、地域支援の担い手として参画するとともに、自らの介護

予防に繋げる。
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３ 主要事業

事業名 重点項目 予算額(千円)

地域包括ケア推進事業費

・在宅医療を中核を担う訪問看護師の資質向上のため
の研修事業等の実施

・住民主体の移動支援サービスを整備するための相談
窓口の設置、アドバイザー派遣、連絡会の開催

168,895

介護予防と保健事業の一体
的実施促進事業費

高齢者の身体・生活機能の維持改善を行う介護予防と
疾病予防を目的とした保健事業を一体的に実施する
市町の取組を支援
・通いの場等で活動する専門職の育成
・市町の取組を支援するモデル事業の実施

27,300

民間活力による通いの場支
援事業費

・民間企業との連携や効果的な専門職の活用による通
いの場の活性化を支援

11,000

新たな生活様式に対応した
健康づくり事業費

新たな生活様式に対応した県民の健康づくりや社会
参加を推進
・静岡県健康づくり応援サイト「ふじのくに むすび
ば」の活用

・通いの場等への ICTアドバイザー派遣 ほか

17,700

壮年熟期が活躍するいきい
き長寿社会づくり事業費

壮年熟期の人を対象とし、社会参加・社会貢献活動を
通じて、生活支援の担い手として養成

15,000

在宅療養・介護支援事業

・訪問診療を実施する診療所に対して、ポータブルエ
コーや心電図等の医療機器の整備に要する費用を
助成

・在宅医療を実施する有床診療所を対して、施設・設
備整備に要する費用を助成

90,000

訪問看護ステーション設置
促進事業

・訪問看護ステーションを新たに設置する経費に対す
る助成

58,800

認知症総合対策推進事業費

・認知症コールセンター等の相談窓口の運営、認知症
サポート医等の専門職の研修、市町におけるチーム
オレンジ等の体制整備

・認知症に関する診断、治療、相談等を実施する専門
医療機関の運営に関する経費の助成

・認知症のかかりつけ医等医療従事者向け研修の実施

88,564

介護保険関連施設整備事業
費助成

・介護保険関連施設等の整備を行う市町、社会福祉法
人、医療法人等に助成

2,574,809

福祉・介護人材確保・育成関
連事業費

・社会福祉人材センターによる無料職業紹介、相談、
研修の実施

・介護事業所の ICT 機器等の導入費用を助成
754,095

・介護職員等を対象に収入を３％程度引き上げるため
の措置を実施する経費を助成

5,443,000

合計 9,249,163
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参考資料

視点１ 医療と介護の連携や地域での生活を支える仕組みの充実 関連資料

＜通いの場設置数等＞

（資料）厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の状況調査」

参加率＝高齢者人口に対する参加割合

＜ふじのくに型人生区分＞

＜自宅で医療や介護を受ける上での課題＞

出典：「保健医療関係の施設やサービスに関する県民意識調査」

調査時期：2019 年 12月（静岡県）

区分 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度
2025 年度

（目標）

設置数 2,311 箇所 2,880 箇所 3,304 箇所 4,426 箇所 4,475 箇所 6,100 箇所

参加者数 50,966 人 63,121 人 69,909 人 95,465 人 82,854 人 －

参加率 4.9％ 6.0％ 6.5％ 8.8％ 7.6％ －

参加率(全国) 4.2％ 4.9％ 5.7％ 6.7％ 5.2％ －

呼 称 年齢区分 説 明

老 年

百寿 翁
おきな

百寿 媼
おうな 100 歳以上

白寿後（100 歳）以上

茶寿(108 歳)、皇寿（111歳）含む。

長 老 88 - 99 歳 米寿（88 歳）・卒寿（90 歳）から白寿（99歳）まで

中 老 81 - 87 歳 傘寿後から米寿前まで

初 老 77 - 80 歳 喜寿（77 歳）から傘寿（80 歳）まで

壮 年

壮年熟期
じゅくき

66 - 76 歳
経験を積み、様々なことに熟達し、

社会で元気に活躍する世代(働き盛り)。
壮年盛期

せいき

56 - 65 歳

壮年初期 46 - 55 歳

青 年 18 - 45 歳 社会的・生活的に成長・発展過程であり、活力みなぎる世代。

少 年 ６ - 17 歳 小学校就学から選挙権を有するまでの世代。

幼 年 ０ –５歳 命を授かり、人として発達･発育する世代。

自宅で医療や介護を受ける上での課題(複数回答)

家族等の負担 81.2％

経済的な負担 59.1％

世話をしている家族等の存在 52.6％

往診・訪問診療をしてくれる医師 33.0％

急に病状が変わったときの対応 27.5％

療養できる住宅環境 21.2％

訪問診療や介護体制の整備 20.2％

医師や看護師の訪問による精神的な負担 4.4％

その他 0.7％
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参考資料

＜訪問診療を行う診療所に対する医療機器等の購入助成の状況＞

＜新規の訪問看護ステーションの開設費用等に対する助成の状況＞

＜在宅療養を支える医師・看護師等に対する研修・セミナー等の開催回数・参加者数＞

視点２ 認知症の人とその家族を支える仕組みの充実 関連資料

＜認知症疾患医療センターの指定状況＞

区分 2019 年度 2020 年度 2021 年度

助成施設数 29施設 20 施設 45 施設

区分 2019 年度 2020 年度 2021 年度

助成施設数 12 施設 16施設 22 施設

区分 2019年度 2020 年度 2021 年度

開催数・参加者 35回・848 人 55 回・837 人 85 回・1,095 人

指 定 圏域 医療機関名

県

賀 茂 ①医療法人辰五会ふれあい 南伊豆ホスピタル

熱海伊東 ②公益社団法人地域医療振興協会 伊東市民病院

駿東田方

③ＮＴＴ東日本伊豆病院

④独立行政法人国立病院機構 静岡医療センター

⑤医療法人社団静岡康心会 ふれあい沼津ホスピタル

富 士
⑥公益財団法人復康会 鷹岡病院

⑦医療法人社団一就会 東静脳神経センター

志太榛原
⑧焼津市立総合病院

⑨医療法人社団峻凌会 やきつべの径診療所

中東遠
⑩中東遠総合医療センター

⑪磐田市立総合病院

政
令
市

静 岡

⑫静岡てんかん・神経医療センター

⑬溝口病院

⑭静岡市立清水病院

西 部 ⑮総合病院聖隷三方原病院
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視点３ 介護サービスの量の確保と質の向上 関連資料

＜給与・勤続年数の状況＞
・ 他の産業に比べて勤続年数が４～５年短く、給与も月額で４～５万円低くなっています。

(令和３年賃金構造基本統計調査）

＜離職の状況＞
・ 離職率は他の産業と比較してほとんど差はない状況です。

(介護労働実態調査、雇用動向調査）

＜外国人の雇用状況＞
・ 県内の介護事業所における外国人の雇用人数は年々増加しています。

（静岡県調）

区 分

全 体 男 女

所定内

給 与

(千円)

平均

年齢

(歳)

勤続

年数

(年)

所定内

給 与

(千円)

平均

年齢

(歳)

勤続

年数

(年)

所定内

給 与

(千円)

平均

年齢

(歳)

勤続

年数

(年)

全

国

全産業 307.4 43.4 12.3 337.2 44.1 13.7 253.6 42.1 9.7

福祉施設介護員 235.9 43.8 7.6 250.5 40.3 7.3 227.9 45.8 7.7

ホームヘルパー 257.6 46.8 7.3 278.1 40.7 5.7 248.4 49.5 8.0

県

全産業 285.3 43.5 12.6 311.2 43.9 14.0 234.8 42.9 10.1

福祉施設介護員 230.1 45.9 7.6 253.1 42.0 7.5 221.3 47.3 7.6

ホームヘルパー 239.8 46.2 8.2 240.0 40.7 7.0 239.7 48.0 8.6

（離職率） 2016年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度

介護職員
静岡県 14.4％ 14.5％ 13.8％ 14.5％ 13.5％

全国 16.7％ 16.2％ 15.4％ 15.4％ 14.9％

全産業 15.0％ 14.9％ 14.6％ 15.6％ 14.2％

区 分 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度

雇用事業所数（Ａ） 161 箇所 183箇所 204 箇所 255箇所 354 箇所

対前年度増減箇所数 ＋17 箇所 ＋22箇所 ＋21 箇所 ＋51箇所 ＋99 箇所

雇用人数(Ｂ) 277 人 326 人 394人 563 人 757人

対前年度増減人数 ＋32人 ＋49 人 ＋68人 ＋169 人 ＋194人

１事業所あたり雇用人数 (Ｂ /Ａ ) 1.72 人 1.78 人 1.93 人 2.21 人 2.14 人
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＜介護の仕事に対するイメージ＞
・ 介護職に従事していない方たちを対象に実施した意識調査では、介護業界への就業をためらう理由と

して、「体力的にきつい」、「精神的にきつい」、「給与水準が低い」ということが多くあげられて

います。

(令和元年HELPMAN JAPAN「介護職非従事者の意識調査」）
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用語の説明

用語 内容

◇介護サービス 介護保険に基づく要介護(支援)認定者を対象としたサービスの総称であ

り、居宅サービス、施設サービス及び地域密着型サービスをいう。

◇介護の未来ナビゲー

ター

若い世代の介護の仕事への理解を深めるため、出前講座やイベント等を活

用した情報発信活動を行う県内介護サービス事業所で働く若手介護職員。

静岡県知事から委嘱を受け、活動している。

◇かかりつけ医 なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、必要な時には専門医、

専門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う

総合的な能力を有する医師をいう。

◇通いの場 高齢者が自ら運営に参加し、体操や趣味活動等を行う場

◇看護小規模多機能型

居宅介護事業所

介護保険法により、複合型サービス（小規模多機能型居宅介護（訪問、通

い、宿泊）に加え、必要に応じて訪問看護を提供するサービス）を提供す

る事業所として市町長の指定を受けたものをいう。

◇キャラバン・メイト 認知症サポーター養成講座の講師役であり、自治体等が主催するキャラバ

ン・メイト養成研修を修了し、全国キャラバン・メイト連絡協議会に登録

された者をいう。

◇居宅サービス 訪問介護、訪問看護、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活

介護、福祉用具貸与等の在宅で生活する要介護者及び要支援者を対象とし

たサービスをいう。

◇ケアマネジャー（介護

支援専門員）

要介護（支援）認定者や家族等から相談を受け、その心身の状況に応じ、

適切なサービスを組み合わせた介護サービス計画（ケアプラン）を作成し、

市町、介護サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整を行う者をいう。

◇健康寿命 介護等を必要とせず、日常的に制限なく自立した生活ができる期間をい

う。

◇在宅 認知症グループホームを除く自宅と、介護老人福祉施設（地域密着型を含

む）及び特定施設（地域密着型を含む）を除く老人ホームのことをいう。

◇在宅医療 入院以外で提供される医療のことをいう。

◇静岡県希望大使 認知症への社会の理解を深めるため、県が実施する認知症の普及啓発活動

や認知症サポーター養成等に協力し、認知症の人本人から自らの体験や希

望等を発信する活動を行っていただく認知症の本人。厚生労働省の認知症

本人大使「希望大使」の地方版として県が委嘱している。

◇静岡県社会福祉人材

センター

社会福祉法に基づき、社会福祉施設等への就労に関する無料職業紹介や

福祉従事者への各種研修等を行う機関。静岡県では、社会福祉法人静岡県

社会福祉協議会が運営を行っている。

◇自宅 人口動態統計における自宅のこと。持ち家、賃貸住宅（有料老人ホームで

はないサービス付高齢者向け住宅やシルバーハウジング等を含む）、グル

ープホームなどのこと。

◇社会健康医学 伝統的な公衆衛生学にゲノム医学や医療ビックデータ解析などの新しい

学術領域を加えることで、社会における人の健康を幅広い視点から考究、

社会実装する学問。

◇若年性認知症 65歳未満で発症する認知症のことをいう。

働き盛りで発症することから、就労や家事・育児への影響など、高齢期の

認知症とは異なる課題がある。
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◇生活支援コーディネ

ーター

高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進していくことを目的に、地

域において、生活支援等サービスの提供体制の構築に向け資源（サービス）

開発や関係者間のネットワークの構築を行う者をいう。

◇生活支援サービス 高齢者をはじめ住民の日常生活を支えるサービス。見守り、外出支援、買

い物、調理、掃除などがこれにあたり、サービス提供の主体を限定するも

のではない。

◇地域包括ケアシステ

ム

地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で最期まで自

分らしい生活を送れるように、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援

が包括的に確保される体制をいう。

◇地域包括支援センタ

ー

地域の高齢者の心と身体の健康の維持、保健・福祉・医療の向上、生活の

安定のために必要な援助を包括的に行う中核機関であり、各市町に設置さ

れている。介護予防ケアマネジメント、総合相談支援、権利擁護事業、包

括的・継続的ケアマネジメント業務を担う。

◇地域密着型サービス 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、夜間対応型訪問

介護、認知症対応型通所介護など、介護を必要とする人が住み慣れた地域

での生活を支えるためのサービスをいう。

◇チームオレンジ 認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援者

をつなぎ、認知症サポーターの近隣チームによる認知症の人への早期から

の継続的な支援活動をいう。

◇特定保健指導 特定健診の結果により、一定の判定項目に該当するものに対して、生活習

慣の改善を目的に行う保健指導をいう。

◇認知症カフェ 認知症の人やその家族、医療や介護の専門職、地域の人など、誰もが気軽

に参加できる「集いの場」。

◇認知症サポーター 地域、企業、学校等において、認知症に関する正しい理解や認知症高齢者

に対する接し方等について学ぶ「認知症サポーター養成講座」の修了者で

あり、認知症の人や家族を温かく見守る応援者をいう。

◇認知症サポート医 「認知症サポート医養成研修」を修了し、「かかりつけ医認知症対応力向

上研修」の講師、地域の「かかりつけ医」への助言や支援等の役割を担う

医師をいう。

◇認知症疾患医療セン

ター

認知症疾患における鑑別診断や専門医療相談、医療機関等の紹介、地域保

健医療・介護関係者への研修や連携等を行い、都道府県又は指定都市が指

定する専門医療機関をいう。

◇訪問診療 在宅での療養を行っている患者であって、疾病、傷病のために通院による

療養が困難な者に対して定期的に訪問して行われる診療。

◇見守り・ＳＯＳ体制 行方不明になるおそれのある人の情報を事前登録し、警察との共有を行う

とともに、行方不明者が発生した場合に、市町間で情報共有を行う 2020

年度から実施している広域連携の体制をいう。

◇有床診療所 19 床以下の病床を備え、通院治療及び必要があれば入院をして治療を行

うことができる医療機関をいう。


